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立地適正化計画について 

背景と目的 

広陵町（以下、「本町」という。）の人口は未だ増加が見られるものの、全国レベルでの人口減

少、少子高齢社会への移行が進む中、本町においても、今後は少子高齢社会に転じていくことが

予想されています。 

こうしたところ、コンパクトな都市機能や居住の集積、交通と土地利用の連携等のまちづくり

の方針を示すものとして、都市再生特別措置法の改正（平成 26 年 8 月）において立地適正化計

画が位置づけられました。また、頻発・激甚化する自然災害に対応するため、都市再生特別措置

法改正（令和２年 6 月）により、立地適正化計画に防災指針を定め計画的かつ着実に必要な防

災・減災対策に取り組むことが求められることとなりました。 

本町ではまちづくりの上位計画である「第５次広陵町総合計画（令和 4 年 3 月）」や「第２次

広陵町人口ビジョン（令和 4 年 4 月）」や、都市計画の総合的な指針としての「広陵町都市計画

マスタ－プラン（令和５年６月）」に基づき、将来にわたり活力ある持続的な成長を目指すこと

としています。 

以上を受け、これら上位計画で位置づけた将来都市像の具現化に向け、居住機能や医療・福

祉・商業等の都市機能の適正な立地と誘導、また、公共交通等の様々な施策との連携を含めた包

括的なマスタ－プランとして、広陵町立地適正化計画（以下、「本計画」という。）」を策定する

ものとします。 

 

＜広陵町都市計画マスタ－プラン（令和５年６月）＞ 

 

○まちづくりの理念 

・安全性・快適性・利便性に優れた都市機能 

の向上 

・住み続けたくなる居住環境の形成 

・まちの誇りや愛着が感じられる環境づくり 

●まちづくりの目標 

①少子高齢化・人口減少に対応する『持続可能 

 な都市』づくり 

②まちの誇りや愛着をもった『魅力都市』づくり 

③住民参加により取組む『協働都市』づくり 

 

 

 

 

 

 

 
 

■将来都市構造 
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立地適正化計画とは 

都市計画法を主とした従来の土地利用の計画に加えて、居住機能や都市機能の誘導によりコン

パクトシティ形成に向けた取組を推進するため、平成 26 年 8 月に「立地適正化計画」が制度化

されました。 

立地適正化計画は、医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって立地することで、高齢者

をはじめとする住民が公共交通によりこれらの生活利便施設等にアクセスできるようになるな

ど、福祉や交通なども含めて『コンパクトシティ・プラス・ネットワ－ク』の考えのもと、都市

全体の構造を見直していくための計画です。 

具体的には、適切に市街化を促進するため「用途地域」のなかに、「居住誘導区域」「都市機能

誘導区域」といった二つの区域等を設定し、まとまりのあるまちの姿を実現していくものです。 

 

【参考】立地適正化計画制度の概要 

○立地適正化計画（都市再生特別措置法第 81 条） 

・都市計画区域内の区域について、都市再生基本方針に基づき、住宅及び都市機能増進施

設（医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため

必要な施設であって、都市機能の増進に著しく寄与するものをいう。以下同じ。）の立

地の適正化を図るための計画 

○記載する事項（都市再生特別措置法第 81 条の２） 

・計画の区域 

・住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化に関する基本的な方針 

・都市の居住者の居住を誘導すべき区域（以下「居住誘導区域」という。） 

・居住環境の向上、公共交通の確保その他の当該居住誘導区域に都市の居住者の居住を誘

導するために市町村が講ずべき施策に関する事項 

・都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域（以下「都市機能誘導区域」という。） 

・都市機能誘導区域ごとにその立地を誘導すべき都市機能増進施設（以下「誘導施設」と

いう。） 

・必要な土地の確保、費用の補助その他の当該都市機能誘導区域に当該誘導施設の立地を

誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項 

・都市機能誘導区域に誘導施設の立地を図るために必要な事業等 

・居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区域にあっては誘導施設の立地及び立地

の誘導を図るための都市の防災に関する機能の確保に関する指針（以下「防災指針」と

いう。）に関する事項ほか、取組の推進に関連して必要な事項など 

○誘導策（財政上、金融上、税制上の支援施策、誘導区域外に立地する場合の事前届出等） 

 

＜立地適正化計画制度のイメ－ジ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「立地適正化計画作成の手引き」（令和 4 年 4 月改訂国土交通省） 
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立地適正化計画の概要 

1.3.1 計画の位置づけ 

立地適正化計画は、都市計画に関する基本的な方針の一部とみなされることとなり（都市再生

特別措置法第 82 条）、広陵町都市計画マスタ－プラン（令和 5 年 月）の目指す将来都市構造の

実現を図るための計画となります。 

また、本町の総合計画である第 5 次広陵町総合計画計画（令和４年３月）や大和都市計画及び

吉野三町都市計画区域 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（令和 4 年 5 月）などの上位

計画を踏まえ、医療・福祉、商業、防災や交通などの各種計画と調整・整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 計画の位置づけ 

1.3.2 計画の区域 

本町全域となる都市計画区域（1,630ha）を立地適正化計画の区域とします。 

 

1.3.3 計画期間 

計画期間は、令和 5 年度（2023 年度）を初年度とし、20 年後の姿を展望しつつ、10 年後の令

和 14 年度（2032 年）までとします。 

なお、今後の社会情勢の変化や各種計画の変更などにより、必要に応じて見直しを行います。 

上位計画 

第 5次広陵町総合計画 
令和 4年 3月策定 

 
行政運営の指針となる市の最上位の計画 

大和都市計画及び吉野三町都市計画 
 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

令和 4年 5月策定 
 

都市計画区域における広域的な視点での方針 

人口減少の克服・地方創生に 

関わる計画 

主な関連計画 
都市計画に関わる計画 

広陵町都市計画 
マスタープラン 

目指すべき街の将来像の明確化、 

都市計画行政の行動指針 

合意形成の拠り所 

第２次広陵町まち・ひと・

しごと創生総合戦略 

令和 4 年 3月策定 
総合計画の方向性を 

具体化・補完 

・広陵町 SDGs 未来都市計画 

・広陵町地域公共交通計画 

・広陵町地域防災計画 

・広陵町営住宅長寿命化計画 

・広陵町空家等対策計画 

・広陵町橋梁長寿命化修繕計画 

・広陵町公共施設等総合管理計画 

ほか 

整合 整合 

即する 

広陵町立地適正化計画 

調和（都市マスの一部とみなす） 

即する 

都市計画としての展開 

個別の都市計画 

・土地利用の規制・誘導 （例）用途地域、地区計画 など 

・都市施設の整備・改善 （例）都市計画道路、都市計画公園 など 
・市街地開発事業の実施 （例）土地区画整理事業 など 
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上位関連計画 

広陵町立地適正化の策定に関する上位関連計画は以下があり、これらを踏まえた上で計画を策

定します。 

 

表 2.1 上位関連計画の整理 

計画名称 策定主体 策定（改定）年月 

大和都市計画及び吉野三町都市計画 都市計画区域

の整備、開発及び保全の方針 

（都市計画区域マスタ－プラン） 

奈良県 令和 4 年 5 月 

第四次奈良県国土利用計画 奈良県 平成 21 年 3 月 

大和川水系河川整備計画曽我葛城圏域 奈良県 平成 23 年 9 月 

大和川水系流域治水プロジェクト（曽我葛城圏域） 奈良県 令和 4 年 3 月版 

大和川流域水害対策計画 国土交通省 令和 4 年 5 月 

第５次広陵町総合計画 広陵町 令和 4 年 3 月 

第２次広陵町人口ビジョン 広陵町 令和 4 年 4 月 

広陵町都市計画マスタ－プラン  広陵町 令和５年６月 

広陵町公共施設等総合管理計画 広陵町 令和５年３月 

広陵町地域公共交通計画 広陵町 令和 4 年 3 月 

広陵町地域防災計画 広陵町 令和５年３月 

広陵町国土強靭化地域計画 広陵町 令和 2 年 3 月 

広陵町地域福祉計画 広陵町 平成 31 年３月 

広陵町子ども・子育て支援事業計画（第 2 期） 広陵町 令和 2 年 3 月 

第 2 次広陵町健康増進計画 広陵町 平成 28 年 3 月 

広陵町第 8 期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画 広陵町 令和 3 年 3 月 

広陵町第 6 期障がい福祉計画 

広陵町第 2 期障がい児福祉計画 

広陵町 令和 3 年 3 月 

広陵町竹取公園周辺地区まちづくり基本計画 広陵町 令和 3 年 7 月 
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本町の概要 

本町の概要 

3.1.1 概要 

本町は奈良盆地の中西部に位置する人口 33,810 人（令和 2 年国勢調査）の町です。県都奈良市

や関西の経済の中心である大阪市まで 20km～30km 圏という好立地によって、古くから農業や製

造業が栄え、同時に古墳や神社などの史跡を有する、産業と歴史文化が両立した町です。 

本町の歴史はきわめて古く、約 3 千年前、馬見丘陵一帯では人々が集落を形成し、約 2 千年前

の弥生時代からは弥生式土器をはじめ、多くの遺物が百済遺跡およびその周辺などで発見されて

います。 

本町は、農耕を主とする村落が発展するなか、大和朝廷の国家統一の頃には豪族葛城氏が台頭

し、奈良時代の繁栄をとげています。 

戦国時代の終焉とともに、租税制度が厳しくなったこともあり、大和木綿、なたね、たばこ、

茶等の自然条件を活かした特産品の生産により栄え、南郷池の築造など大規模な農業用水の確保・

整備が行われています。 

明治後半からは、慢性的な水不足を補うために作られた大和木綿により、靴下・織布等の製造

が栄えはじめ、大正 7 年には町北部に大和鉄道（現・近畿日本鉄道）が敷設され、箸尾駅が設け

られています。 

昭和 30 年、馬見町・瀬南村・百済村が合併し、本町が発足し、翌昭和 31 年、箸尾町の編入（一

部は昭和 32 年、大和高田市に編入）により、現在の広陵町となっています。 

以後、靴下・織布などを地場産業として、また「夏秋なす」等の特産品を持つ農業のさかんな

町として栄えています。一方、大都市圏からの市街化の波により、昭和 49 年から真美ヶ丘ニュ－

タウンの開発を進めるなど、住宅都市としての一面も持つようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 4 世紀末葉の大王墓と考えられる巣山古墳（特別史跡） 

出典：広陵町史  
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3.1.2 位置・地勢・地形 

(1) 位置 

本町は、奈良盆地の中西部に位置し、北は河合町、東は三宅町・田原本町、南は橿原市・大和高

田市、西は上牧町・香芝市に接しています。 

面積は 1,630ha、東西の距離約 4.5km、南北の距離約 5.5km です。 

奈良市へは直線距離で約 20ｋｍ、大阪市へは直線距離で約 30ｋｍに位置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 位置図 

出典：国土地理院「全国都道府県市区町村面積調（令和３（2021）年４月１日時点）」 

 

  



7 

(2) 地勢・地形 

糸魚川・静岡構造線によって東北日本と隔てられる西南日本は、中央構造線によって北の内帯

と南の外帯に分けられます。本町はこの近畿地方の内帯の近畿中央部にあたります。近畿中央部

には大阪平野・奈良盆地・京都盆地・伊賀盆地・近江盆地などの低地と生駒金剛山地・大和高原・

比良山地・鈴鹿山地・布引山地などの山地があり、奈良盆地およびその周辺を含めての地形区分

は、奈良盆地主部・馬見丘陵・大和高原西斜面・奈良山丘陵・矢田山地・西京丘陵・二上火山群・

生駒金剛山地東斜面・竜門山地北斜面からなります。 

本町は領域が狭く、奈良盆地の一角を占める東部低地と馬見丘陵の一部である西部丘陵に分け

られ、奈良盆地底と馬見丘陵西部（葛
かつ

下川
げ が わ

）を結ぶ東西系の横断的地域にあたります。 

本町には、高田川・ 葛
かつら

城川
ぎ が わ

・曽我
そ が

川
がわ

等が南北に流れています。東部低地は高田川・葛城川・曽

我川の沖積地です。高田川は葛城山の東北麗から流出し、大和高田市街地の西を北流して本町域

に入ります。葛城川は金剛葛城山地の東麓から流出し、本流は御所市街地を北流して本町域に入

ります。曽我川は竜門山地北麓から流出し、橿原市城を流れて本町域に入ります。本町域に入っ

てからの高田川・葛城川・曽我川の三川は現在、ほぼ直線状に北流しています。これらの三川は、

幾たびとなく流路の変化を繰り返し、自然堤防の微地形を形成して曲流しています。低平な河川

合流地域にある本町では、歴史上しばしば洪水にみまわれています。 

 

【参考】曽我川の流路変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■曽我川の旧流路 

※黒い箇所は旧流路 

出典：広陵町史 
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(3) 河川 

本町が位置する｢曽我葛城圏域」（大和川水系河川整備計画）は、我が国に農耕文化が始まって

以来の歴史があり、大和と難波を結ぶ交通の要衝にあることから、多くの古社寺・古墳・住居お

よび関連遺構・生産遺跡など、古代から近世に至る多くの歴史・文化資源が群集する地域です。 

また、本町に流れる曽我川、葛城川、高田川は一級河川大和川水系に含まれ、令和３年 12 月に

特定都市河川として指定されました。気候変動の影響による降雨量の増加等に対応するため、大

和川流域水害対策計画に基づき、総合治水に向けて雨水貯留浸透施設（調整池）等の整備を進め

ています。 

 

＜曽我川＞ 

曽我川は、奈良盆地の西南部に位置する巨勢丘陵にその源を発し、薬水川、朝町川、今木川、

吉備川、満願寺川の支川を合わせて北流し、橿原市において平野部に流入し、高取川、坊城川、

小金打川を合わせ、盆地の中央で葛城川、高田川の支川を合わせて大和川に合流する流域面積 156

㎢、流路延長約 25km の河川です。なお、大和川合流点より上流、葛城川合流点までは国管理区

間となっています。 

 

＜葛城川＞ 

葛城川は葛城山系金剛山に源を発し、深谷川、南太田川、三宅川、天満川、百百川を合わせて

曽我川に沿って北流し、住吉川、土庫川を合わせ、本町において曽我川に合流する流域面積約 51

㎢、流路延長約 23km の河川です。 

 

＜高田川＞ 

高田川は金剛山に源を発し、高田川北流、柿本川、甘田川、小柳川、太田川、尾張川、馬見川を

合わせて流下し、河合町において曽我川に合流する流域面積約 27 ㎢、流路延長約 13km の河川で

す。 
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図 3.3 河川整備計画における曽我葛城圏域位置図 

出典：大和川水系河川整備計画曽我葛城圏域 
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【参考】条里地割にあわせた流路の屈曲・水勢を緩和させる請堤による工夫 

本町の位置する低平な河川合流地域は、歴史上しばしば洪水にみまわれており、奈良盆地も

「日焼け一番、水つき一番」とか「村は水つきどころ、嫁をやるとも荷をやるな」などといわ

れました。これには条里地割にあわせて流路を屈曲させたことや河川改修などによる古代以来

の人工的改変も大きく影響していました。また、上流からの土砂の堆積によって河床を高め、

天井川を形成したことも、いったん堤防が決壊した時の水勢を激しくしたといえます。 

こうした中、水勢を緩和させ、少しでも水害を少なくする知恵として、請堤（受堤）が整備

されました。 

請堤はしだいに消滅し、本町域では南と中の境界付近・中集落の東方・古寺集落の南方・百

済の南、森本池の北付近に痕跡をとどめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■古寺集落の南方に残る請堤 

出典：広陵町史（広陵町史より構成） 
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本町の成り立ち・都市構造 

3.2.1 明治行政村から広陵町へ 

明治 22 年（1889 年）4 月 1 日、市制町村制施行によって広域の行政町村が発足しました。本

町域の明治行政村は、瀬南村・百済村・馬見村・箸尾村および明治 25 年 2 月 12 日に箸尾村に

編入された河合村の沢・大野・寺戸にあたります。当時は、現在の本町域のほか河合町と大和高

田市の藤森・池尻を含んで広瀬郡でありましたが、明治 30 年 4 月 1 日、葛下郡を合併して北葛

城郡となっています。 

昭和 30 年 4 月 15 日、馬見町、瀬南村、百済村の合併によって広陵町が成立し、それ以降、町

域の帰属について隣接町村である大和高田市、三宅村、香芝町との境界変更がありました。 

なお、広陵町という町名は広瀬郡の郡名と馬見丘陵の名称を合わせたものです。 

 

【参考】広陵町の境界変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■広陵町の行政境界変更 

出典：広陵町史 
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3.2.2 本町の都市構造 

奈良盆地のなかにあって旧箸尾町の萱野・南・弁財天・的場は連担状の中心集落を形成してい

ます。また、旧馬見町の大垣内・赤部・疋相は農村地域としては極端な密集地域となっており、

本地域は明治行政村単位において、集村的度合の高い地域を形成していました。 

その他の本町域は、箸尾・平尾・南郷・広瀬の城館集落のほか市場垣内・新子垣内・森垣内（以

上百済）・古寺・寺戸・大場などの環濠集落による分散された都市構造が形成されています。これ

らの地域は「都市計画法に基づく開発許可の基準に関する条例」（都市計画法第 34 条第 11 号）に

基づく区域指定がなされ、現在も居住地としての土地利用がなされています。 

また、昭和から平成にかけて、計画的な住宅地開発により、現在の真美ケ丘地域が形成されま

した。 

 

【参考】広陵町の都市構造の経緯 

＜城館集落と環濠集落＞ 

平安時代末期から鎌倉時代にかけて既に集村形態

をとっていたものもあるが、東大寺領小東荘（河合町、

広陵町）の場合は平安時代末期から鎌倉時代にかけて

散村形態をとっており、その後、集村化が進み、文正

元年（1466）には環濠集落が形成されています。 

環濠集落の起源をめぐる説としては、この時期の

村々が自衛を図る必要に迫られた時代であったこと

や、条里制に基づくとする説、低湿地の集落立地に地

盛りを必要としたところから起こったとする説など

があります。さらに環濠がその後、存続した背景には

旱害に際して濠水が灌漑用水に利用できたことや水

害に際して濠が排水のクッション的役割を果たした

ことが指摘されています。環濠はほぼ完全に残っているもの、一部が残存しているもの、現在

完全に埋没してしまっているものなど現状においてはさまざまとなっています。 

本町域には箸尾・平尾・南郷・広瀬の城館集落のほか市場垣内・新子垣内・森垣内（以上百

済）・古寺・寺戸・大場などの環濠集落があります。 

 

＜集落の移転と廃村＞ 

本町域における集落の移転と廃村は、沢・寺戸の例があります。沢ではかつて字古屋敷に南

北の 2 集落があったが、宝暦年間（1751 年～1764 年）、高田川の氾濫によって水害に見舞われ

ており、標高 42m～43m にあった古屋敷の集落は廃村となり、現在畑地となっています。 

出典：広陵町史（広陵町史より構成） 

 

■南郷環濠集落（広陵町史） 
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地域区分 

3.3.1 地域区分 

本町の都市計画マスタ－プランの地域別構想に基づく本町の地域区分は、町域形成の歴史的経

緯や地域特性を考慮するとともに、既存のコミュニティを基本とし、広陵北地域、広陵東地域、

広陵西地域、真美ケ丘地域の 4 地域に区分されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4 地域区分図 

出典：広陵町都市計画マスタ－プラン（令和５年 月） 
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本町の現況 

人口動向 

4.1.1 人口・世帯数の推移 

国勢調査によると、令和 2 年の本町の人口・世帯数は、33,810人、11,921 世帯（令和４年 12 月

末時点の住民基本台帳における本町の人口は 35,284 人、13,791 世帯）であり、人口・世帯数とも

に増加傾向です。人口は平成 12 年か

ら令和 2 年の 20 年間で 7.5％増加して

います。平成 27 年から令和 2 年の国

勢調査は約 1.0%増加とやや鈍化して

いますが、いまだ増加を示しています。

世帯数は平成 12 年から令和 2 年の 20

年間で 30.4%の増加傾向にあります。

平成 27 年から令和 2 年では 8.2%の増

加を示し、いまだ核家族化が進行して

います。 

4.1.2 区域別人口、人口密度 

(1) 区域別人口、人口密度の推移 

都市計画区域における区域区分別人口（市街化区域・市街化調整区域別）の推移について見る

と、市街化区域はやや減少傾向、市街化調整区域は増加傾向となっています。平成 22 年と令和 2

年の比較で市街化区域は 0.5%の減少となっています。一方、市街化調整区域は、平成 22 年と令

和 2 年の比較で 10.4%の増加となっています。 

区域別人口密度について見ると、令和 2 年の人口密度は、市街化区域が 53.7 人／ha であり、

市街地人口密度の規準である 40 人以上／ha を上回っています。一方、市街化調整区域では 7.8

人／ha となっています。 

 

 

図 4.1 人口動向 

出典：国勢調査 

 

 

20,345
24,605

29,457 31,444 32,810 33,070 33,487 33,810

5,249

6,393

8,117

9,144
9,905

10,525
11,012

11,921

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

世
帯
数

人
口
（
人
）

人口 世帯数

 

図 4.2 区域区分別人口の推移 

出典：町資料 
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図 4.3 区域区分別人口密度の推移 

出典：町資料 
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4.1.3 地域別人口密度 

(1) 地域別人口密度分布 

地域別人口密度について、全域が市街化区域となる真美ヶ丘地域の一部では、集合住宅などが

あるため、120 人／ha 以上の地域を有しています。また、真美ヶ丘区域と市街化区域内の広陵西

地域では、概ね 40 人以上／ha の地域が多く存在しており、この 2 地域に人口が集積しています。

一方で、市街化区域でありながら、広陵西地域の一部には、40 人／ha を下回っている地域があ

り、低未利用地が存在しています。さらに、広陵北地域の市街化区域においては、大部分が 40 人

／ha を下回っており、人口集積がなされていない現状となっています。 

本町の市街化調整区域は、環濠集落であった地区において都市計画法第 34 条第 11 号の区域

（以下、「条例指定区域」という。）が指定されています。条例指定区域は定住人口の維持に加え

て、住宅地開発などが行われ、一定の集積が図られています。条例指定区域を有する広陵東地域

の一部には、40 人／ha 以上の地域が存在しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 地域別人口密度 

出典：国勢調査（令和２年） 

 

 

真美ヶ丘地域の一部は

120 人／ha 以上 

 
広陵西地域の一部、広陵

北地域は 40 人／ha を下

回る 

 広陵東地域の一部に 40

人／ha を上回る 
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4.1.4 年齢 3 区分人口の推移 

(1) 年齢 3 区分人口の推移 

年少人口（０歳~14 歳）、生産年齢人口（15 歳~64 歳）は緩やかな減少傾向にあります。一方、

老年人口（65 歳以上）は、平成２2 年に年少人口を上回って以降、増加傾向が続いており、本町

は緩やかに少子高齢化が進みつつあります。 

高齢化率についてみると、団塊の世代（S22~S24）が老年人口に組み込まれた平成 27 年は比較

的高い増減率となっていますが、令和 2 年にはやや鈍化しています。広陵町の高齢化率は 26.2%

であり、奈良県の 31.7%や全国の 28.6%を下回る比較的若い都市となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 年齢 3 区分人口の推移 

出典：国勢調査 ※総数には年齢「不詳」を含む ※（ ）割合は，分母から不詳を除いて算出 
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図 4.5 高齢化率の推移(全国・奈良県・広陵町) 

出典：国勢調査 
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(2) 人口分布動向（総人口、年齢 3 区分別人口） 

総人口の分布動向 

平成 22 年と令和 2 年の人口増加について見ると、市街化区域である真美ヶ丘地域や広陵北地

域において、人口減少地域が多く見られます。広陵西地域では、市街化区域だけでなく、その周

辺部である市街化調整区域においても、人口増加が見られます。また、広陵東地域や広陵北地域

の一部では、市街化調整区域における人口の増加が見られ、これらは、条例指定区域による影響

と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6 人口増減（平成 22 年～令和 2 年） 

  

 
市街化区域及び周辺の

市街化調整区域へと人

口増加が拡大 

 

  

条例指定区域で人口

増加 

 
市街化区域（真美ヶ丘地域や

広陵北地域）において、人口

減少地域が多く見られる。 
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年齢 3 区分別人口の分布動向 

本町の年齢 3 区分別人口分布（平成 27 年と令和 2 年）の特徴は以下のとおりです。 

【年齢 3 区分別人口の特徴】 

＜年少人口および生産年齢人口＞ 

・市街化区域のうち真美ヶ丘地域や広陵北地域は多くの地区で減少 

・市街化区域のうち広陵西地域では、増加している地区が多く存在 

・市街化調整区域では、特に条例指定区域における増加が顕著 

＜老年人口＞ 

・ほぼ全町域において高齢者の増加が顕著 

・特に真美ヶ丘地域（市街化区域）及び南郷市場（市街化調整区域）が顕著 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.7 年齢 3 区分別人口分布（平成 22 年～令和 2 年の人口増減） 

出典：国勢調査（平成 22 年、令和 2 年）  
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図 4.8 年齢 3 区分別人口分布（平成 22 年～令和 2 年の人口増減） 

出典：国勢調査（平成 22 年、令和 2 年）  

【生産年齢人口】 

【老年人口】 
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4.1.5 男女別年齢 5 歳階級別人口 

男女別年齢 5 歳階級別人口をみると、壺型の人口構造となっています。 

特に、老齢人口にあたる 65 歳以上の高齢者が多く、多く今後さらなる高齢化の進行が予測され

ます。また、子育て世代（30 歳代~40 歳代）に対して、20 歳代が少ない状況にあり、大学進学や

就職等により町外へと流出しているものと考えられます。 

 

 

 

 

   

 

図 4.9 男女別年齢 5 歳階級別人口の推移 

出典：国勢調査 
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4.1.6 人口動態（自然増減、社会増減） 

自然動態は平成９年をピ－クに減少傾向にあり、平成 28 年以降は、出生数が死亡数を下回る

（自然減）が続いています。 

社会動態は、転入者数が転出者数を上回る転入超過（社会増）が、平成 11 年をピ－クとして縮

小傾向となっておりましたが、ここ数年は増加に転じています。 

 

図 4.10 人口動態（自然増減、社会増減） 

出典：人口動態調査 

 

表 4.1 人口動態（自然増減、社会増減） 

 

出典：人口動態調査  

出生
（人）

死亡
（人）

増減
（人）

転入
（人）

転出
（人）

増減
（人）

H8 330 190 140 1,528 1,346 182 322

H9 314 171 143 1,758 1,413 345 488

H10 305 183 122 1,775 1,460 315 437

H11 317 212 105 1,909 1,377 532 637

H12 265 171 94 1,786 1,499 287 381

H13 304 196 108 1,267 1,364 -97 11

H14 261 189 72 1,344 1,221 123 195

H15 280 198 82 1,529 1,250 279 361

H16 282 188 94 1,594 1,221 373 467

H17 275 225 50 1,318 1,168 150 200

H18 267 200 67 1,345 1,185 160 227

H19 281 207 74 1,279 1,171 108 182

H20 270 231 39 1,219 1,172 47 86

H21 279 228 51 1,046 1,110 -64 -13 

H22 253 231 22 1,123 1,015 108 130

H23 263 229 34 1,210 985 225 259

H24 268 236 32 1,083 1,082 1 33

H25 268 278 -10 1,294 1,112 182 172

H26 279 249 30 1,378 1,210 168 198

H27 263 260 3 1,197 1,033 164 167

H28 268 275 -7 1,279 1,251 28 21

H29 285 296 -11 1,170 1,153 17 6

H30 268 296 -28 1,168 1,140 28 0

R1 261 284 -23 1,207 1,120 87 64

R2 208 304 -96 1,018 953 65 -31 

R3 233 292 -59 1,285 1,038 247 188

年
自然動態 社会動態

増減計
（人）
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表 4.2 人口動態（自然増減、社会増減） 

 

出典：国勢調査 

人数 人数
県内 1,952 県内 1,570

香芝市 446 香芝市 361
大和高田市 365 大和高田市 182
橿原市 291 橿原市 130
奈良市 103 上牧町 129
上牧町 87 奈良市 101
田原本町 79 田原本町 98
大和郡山市 63 葛城市 75
葛城市 61 河合町 68
桜井市 60 大和郡山市 64
その他 397 その他 362

県外 985 県外 1,396
大阪府 434 大阪府 556
兵庫県 84 東京都 120
京都府 65 兵庫県 111
東京都 61 京都府 108
三重県 41 神奈川県 58
和歌山県 39 愛知県 56
愛知県 38 三重県 48
滋賀県 33 千葉県 47
神奈川県 24 滋賀県 36
その他 166 その他 256

国外 80 国外 0

合計 3,017 合計 2,966

※参考（町内移動） 1,315 ※参考（町内移動） 1,315

転入 転出
前住地 転出先

 

出典：住民基本台帳人口移動報告（2021年） 

図 4.11 人口動態（自然増減、社会増減） 
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人口の将来見通し 

本町の人口は、国勢調査結果及び将来人口推計に基づき整理します。 

将来人口推計は、平成 27 年国勢調査をもとに作成された本町の 100m メッシュデ－タ別の推

計であり、総人口と年齢 3 区分別（年少人口、生産年齢人口、老年人口）の推計となります。 

なお、推計は、国立社会保障・人口問題研究所の推計値（生残率、純移動率等）を用いて算出を

行っています。 

また、本町では、令和４年４月に「第２次広陵町人口ビジョン」を策定し、様々なまちづくり

の施策を講じることで、令和 42 年においても人口３万人を維持することを将来展望として設定

しています。 

4.2.1 総人口 

(1) 総人口の推移 

本町の総人口は平成 27 年に 33,487 人でしたが、国立社会保障・人口問題研究所情報室人口動

向研究部の「日本の将来推計人口」平成 30 年推計によると、令和 27 年には 29,798 人と推定さ

れており、7.6%の緩やかな減少が予測されています。また、令和２年の人口は、33,810 人と想定

よりも上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.12 将来人口推計 

出典：「日本の将来推計人口」平成 30 年推計 国立社会保障・人口問題研究所情報室人口動向研究部 
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(2) 将来人口分布の推移 

平成 27 年の人口分布と、令和 27 年の人口分布（推計）を比較すると、広陵東地域の百済一帯

での人口密度の低下が見られます。 

また、真美ヶ丘地域は、全体的に 40 人／ha 以上を維持できています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.13 将来人口分布（令和 27 年（2045 年）） 

出典：国勢調査（平成 27 年）に基づく推計 
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未満へと減少 
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【平成 27 年（国勢調査）】 
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4.2.2 年齢 3 区分別人口の推移 

(1) 年齢 3 区分別人口の推移 

国立社会保障・人口問題研究所の人口推計結果をみると、平成 27 年までは人口増加を示してい

ましたが、令和 2 年（推計：33,466 人、実績：33,810 人）をピ－クに、今後緩やかに減少してい

くことが予測されています。 

年齢 3 区分別に見ると、0～14 歳（年少人口）、15～64 歳（生産年齢人口）ともに減少傾向が

続くと予測されます。一方、65 歳以上（老年人口）は増加傾向を示し、令和 27 年の老年人口割

合は、本町全体の 35.5%となることが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.14 年齢３区分別人口の推移（上：実数 下：割合） 

出典：国勢調査、「日本の将来推計人口」 国立社会保障・人口問題研究所情報室人口動向研究部  
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産業動向 

4.3.1 産業分類別就業者数の推移 

産業分類別就業者数について、近年の就業者数の合計はほぼ横ばいにあり、令和 2 年は 15,560

人となっています。 

内訳は第１次産業、第 2 次産業が減少傾向にあり、第 3 次産業が増加している状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.15 産業分類別就業者の推移(実数) 

4.3.2 労働力状態の変化 

労働力総数は平成 27 年から令和 2 年の 5 年間で 348 人増加しています。 

失業率は 3.9%から 3.3％へと改善しています。また、全国の失業率は 3.8%、奈良県の平均は

4.1％となっており、本町は全国や奈良県平均と比べても良好となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.16 労働力状態の変化 

14,778 15,385

1,211 629

11,723
11,553

54 762
27,766

28,329

7.6%

3.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H22 H27

（人） 広陵町

就業者 完全失業者

非労働力人口 労働力状態「不詳」

総数（労働力状態） 完全失業率

出典：国勢調査 
 

出典：国勢調査 

380 313 318 257 265 245

5,402 5,500 4,682 4,030 4,099 3,945

7,582
8,470 9,584

10,008 10,499 10,776

41
159 414 483

522 594
13,405

14,442
14,998 14,778

15,385 15,560

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H7 H12 H17 H22 H27 R2

（人）

第１次産業 第２次産業 第３次産業 分類不能



27 

 

4.3.3 性別・年齢階級別・産業大分類別の就業割合 

男性は、製造業が最も多く、次いで卸売業・小売業の就業割合が高くなっています。 

女性は、医療・福祉の就業割合が比較的高く、医療・福祉の主な担い手となっています。 

本町の基幹産業である靴下産業やプラスチック産業に関わる製造業は、20 歳代後半から 60 歳

代前半の男性が主な担い手となっています。また、製造業は 65 歳以上の割合も大きく、奈良県や

全国と比較すると幅広い就業年齢層となっていることが特徴です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.17 性別・年齢階級別・産業大分類別の就業割合 

出典：令和 2 年国勢調査 
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4.3.4 工業の動向 

製造業事業所数は、緩やかではあるものの、減少傾向で推移しています。 

従業者数は、平成 26 年以降増減を繰り返しつつも、近年は横ばいとなっています。 

製造品出荷額は、近年、増加傾向が続いており、平成 31 年・令和元年の製造品出荷額総額は約

277 億円です。 

本町では、さらなる産業の活性化に向けて、広陵北地域の箸尾準工業地域や寺戸地区、大塚地

区など産業集積拠点の整備を進め、積極的な工業誘致を進めています。 

 

【参考】靴下産業・プラスチック産業・蚊帳産業 

＜靴下産業＞ 

干害の多い自然条件に適するこの地域では、綿作が盛んに行われ

ていました。もともと広陵町では、江戸時代初期から、農家の副業

として大和木綿に始まって、大和紬の生産が盛んでした。このよう

な地域の伝統が、現在の広陵町における産業を生み出し、広陵町に

おける繊維製品製造業は靴下産業が盛んとなっています。 

奈良県は靴下生産のはじまりの地として全国一の生産量を誇って

いますが、広陵町はその中でも主導的な役割を果たしており、「靴下

といえば広陵町」といわれる町を代表する産業となっています。 

 

＜プラスチック工業＞ 

広陵町の工業生産高で靴下製造業につぐのはプラスチック工

業です。広陵町プラスチック工業が始まったのは昭和 30 年ごろからです。その中で代表的な会

社は、広陵町寺戸に本社・工場があって、大正元年に林田国太郎商店として設立され樽用呑口

の製造販売を行っていました。昭和 28 年からはプラスチック製ビン栓の製造販売を開始して

います。 

出典：広陵町史（広陵町史より構成） 

 

図 4.18 事業所数と従業者数の推移（製造業） 

出典：工業統計調査 
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図 4.19 製造品出荷額の推移 

出典：工業統計調査 
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4.3.5 農業の動向 

本町は、吉野川分水や集団的田畑輪換方式などによる夏秋ナスの栽培やイチゴ栽培などで農業

は大きく飛躍しました。 

現在、農業従事者の高齢化と担い手の減少等により総農家数は平成 12 年の 872 戸から令和２

年の 611 戸へと約 70.1%縮小し、耕地面積は平成 12 年の 606ha から令和２年の 504ha へと約

83.2%縮小していますが、特定農業振興ゾ－ンの指定により、イチゴなどの高収益作物の栽培な

ど、各地区で、農業の活性化に向けた取り組みが進められています。 

 

4.3.6 商業の動向 

商店数と従業者数は、平成 26 年まで減少傾向にありましたが平成 28 年は増加に転じています。 

年間商品販売額は、平成 14 年の約 371 億円をピ－クに平成 19 年まで減少しましたが、その後

持ち直し、平成 28 年には約 364 億円となっています。 

 

 

 

図 4.21 農家数の動向 

出典：農林業センサス 
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図 4.20 耕地面積の動向 

出典：農林業センサス 
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図 4.23 商業商店数と商業従業者数の推移 

出典：商業統計調査 
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図 4.22 年間商品販売額の推移 

出典：商業統計調査 
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土地利用動向 

4.4.1 土地利用の現況 

都市計画区域の土地利用の現況は、田畑や山林などの自然的土地利用が約 47.9％、住宅、商業、

工業の用地などの都市的土地利用が約 52.1%となっています。 

土地利用の構成比は、農地（田）（29.2%）、住宅用地（20.1%）、道路用地（11.3%）が多く、

農地（畑）（8.1%）、公共空地（5.6%）、公益施設用地（5.3%）、工業用地（4.6%）、水面（4.2%）、

商業用地（3.0%）、山林（1.9%）、交通施設用地（0.2%）となっています。（その他土地利用を除く） 

 

表 4.2 土地利用別面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 26 年度都市計画基礎調査をもとに作成  

面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

面積
（ha）

構成比
（％）

農地 小計 609.5 37.4% 41.6 9.1% 567.9 48.5%

田 476.7 29.2% 19.3 4.2% 457.4 39.1%

畑 132.8 8.1% 22.3 4.9% 110.5 9.4%

山林 30.6 1.9% 9.4 2.0% 21.2 1.8%

水面 68.5 4.2% 6.9 1.5% 61.6 5.3%

その他の自然地 72.4 4.4% 8.9 1.9% 63.5 5.4%

小計 781.0 47.9% 66.8 14.6% 714.2 61.0%

宅地 小計 451.9 27.7% 251.8 54.9% 200.1 17.1%

住宅用地 328.4 20.1% 208.1 45.3% 120.3 10.3%

商業用地 49.2 3.0% 20.5 4.5% 28.7 2.5%

工業用地 74.4 4.6% 23.3 5.1% 51.1 4.4%

公共施設用地 86.5 5.3% 34.5 7.5% 52.0 4.4%

道路用地 183.4 11.3% 69.6 15.2% 113.8 9.7%

交通施設用地 2.5 0.2% 0.5 0.1% 2.0 0.2%

公共空地 91.2 5.6% 18.0 3.9% 73.2 6.3%

その他の公的施設用地 0.0 0.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0%

その他の空地 33.4 2.0% 17.8 3.9% 15.6 1.3%

小計 849.0 52.1% 392.3 85.4% 456.7 39.0%

1,630.0 100.0% 459.1 100.0% 1,170.9 100.0%

市街化区域 市街化調整区域

都
市
的
土
地
利
用

合計

区分
全体

自
然
的
土
地
利
用
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図 4.24 土地利用現況図 

出典：平成 26 年度都市計画基礎調査をもとに作成 
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4.4.2 市街化区域の状況 

本町の都市計画区域面積は、町全域の 1,630ha であり、そのうち、市街化区域が 459ha、市街

化調整区域が 1,171ha となっています。 

市街化区域には用途地域が５種類設定されています。 

○第１種中高層住居専用地域：真美ケ丘ニュ－タウンの大部分など 

○第１種住居地域：既成市街地部 

○近隣商業地域：既成市街地の中心部の道路沿いや真美ケ丘ニュ－タウンの一部 

○準工業地域：既成市街地部 

○準住居地域：都市計画道路大和高田斑鳩線沿道の一部 

また、第１種中高層住居専用地域と準住居地域の全域、第１種住居地域の大半に 15ｍの高度地

区、近隣商業地域と準工業地域の全域、第１種住居地域の一部に 20ｍの高度地区が指定されてい

ます。 

また、地区計画としては、以下があります。 

○大塚・安部地区：幹線道路沿道にふさわしい健全な土地利用の誘導 

○馬見南２丁目地区、馬見南３丁目地区、馬見南４丁目地区、馬見南 5 丁目地区、馬見北５丁

目地区の 7 地区：良好な住環境の形成 

 

（参考）市街化調整区域における地区計画 

○安部地区：幹線道路沿道の環境や景観に調和した良質な商業・サ－ビス施設の立地 

○竹取公園西地区：地場産業活性化のための産業拠点の立地 

 

表 4.3 用途地域の指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

出典：町資料 

 

  

町面積 都市計画区域 市街化区域 市街化調整区域 

1,630 ha 1,630 ha 

459 ha 

1,171 ha 

第 1 種中高層住居専用地域 242 ha 

第 1 種 住 居 地 域 136 ha 

近 隣 商 業 地 域 15 ha 

準 工 業 地 域 56 ha 

準 住 居 地 域 10 ha 
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図 4.25 奈良県都市計画総括図（本町周辺） 

出典：奈良県資料  

町界 
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4.4.3 市街化調整区域の状況 

市街化調整区域は、都市計画法上で市街化を抑制すべき区域であり、本町においては、真美ケ

丘ニュ－タウンや箸尾駅周辺の集落地を除く、町域の７割以上を占めています。 

本町は、かつてより、箸尾・平尾・南郷・広瀬の城館集落のほか市場垣内・新子垣内・森垣内

（以上百済）・古寺・寺戸・大場などの環濠集落が散在する都市構造が形成されています。 

現在においても、歴史的な継続性を持って各集落が形成されており、条例指定区域として、定

住人口の維持など、集落環境の向上を図っています。令和３年３月時点において、15 地区 264ha

が条例指定区域となっています。 

 

【参考】現在における環濠集落による都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都市計画法第 34 条第 11 号の規定に基づく条例指定区域 

出典：奈良県資料 
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4.4.4 市街地開発事業 

(1) 土地区画整理事業 

真美ヶ丘地域においては土地区画整理

事業が実施されました。 

土地区画整理事業は「真美ケ丘（真美ケ

丘団地）（平成 2 年 3 月工事完了）」「広

陵町南部（みささぎ台ニュ－タウン）（昭

和 62 年 3 月工事完了）」があります。こ

のうち、「真美ケ丘（真美ケ丘団地）（平成

2 年 3 月工事完了）」は香芝市と一体的に

整備されています。 

  

表 4.4 土地区画整理事業 

 

出典：広陵町資料 

 

真美ケ丘 広陵町南部

（真美ケ丘団地） （みささぎ台ニュータウン）

事業手法 土地区画整理事業 特定土地区画整理事業

施行者 住宅・都市整備公団 土地区画整理組合

194.7ha

全体：297.6ha（香芝市含む）

都市計画決定 昭和46年6月 昭和55年7月

事業認可 昭和48年3月 昭和55年10月

工事完了 平成2年3月 昭和62年3月

地区名

施行面積 20.9ha

 

図 4.26 土地区画整理事業位置図 

出典：広陵町資料
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4.4.5 建築着工・空き家の状況 

(1) 建築着工 

建築着工は棟数、面積ともに横ばいで推移しています。 

近年の建築着工は、棟数が 200 棟前後、面積が 20,000～30,000 ㎡前後で推移しています。 

用途別では、住居系が大半を占めています。 

 

図 4.27 着工建築物の推移 

出典：建築着工統計調査 

 

(2) 空き家 

空き家数及び空き家率は、県平均よりも低い水準で推移していますが、近年やや増加傾向にな

っています。 

 

図 4.28 空き家の推移 

※ただし、住宅・土地統計調査における空き家は、居住世帯のない住宅を推計したもので
あり、実際の空き家数とは異なる。 

出典：住宅・土地統計調査 
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交通動向 

4.5.1 道路の整備状況 

本町の都市計画道路は 13 路線 27,250ｍが都市計画決定されており、改良率は、大和都市計

画区域の平均を上回り、高い水準となっています。これは真美ケ丘地域の都市計画道路が、市

街地開発事業とあわせて整備されことにより、整備済みとなっている路線が多いためです。 

また、南北に縦断する大和高田斑鳩線（3・4・50）は概成となっており、計画幅員に満たな

い状況です。さらに、箸尾駅前線（3・4・764）、王寺田原本桜井線（3・4・51）の一部区間は

未整備となっており、今後、周辺のまちづくり計画と合わせて、整備を進めていく必要があり

ます。 

一方で、集落内を通っているその他の町道については、幅員が狭く、場所によっては車同士

のすれ違いが困難な箇所や大型の緊急車両の通行ができないといった地区もあります。これら

の狭あい道路の対策についても、安全・安心なまちを目指すうえで、重要となります。 

 

表 4.5 都市計画道路の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：町資料  

NO. 番号 名称 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 整備状況

1 ３・３・１ 中和幹線 22 1,750 整備済

2 ３・３・７６０ 上田部奥鳥井線 20 2,430 整備済

3 ３・４・５０ 大和高田斑鳩線 18～25 5,600 概成済

4 ３・４・５１ 王寺田原本桜井線 9.5～24 6,570 一部供用

5 ３・４・７３１ 下牧高田線 16 150 整備済

6 ３・４・７６０ 大谷奥鳥井線 22 800 整備済

7 ３・４・７６１ 広谷秋廻り線 20 1,670 整備済

8 ３・４・７６２ 笠ハリサキ線 16 2,460 整備済

9 ３・４・７６３ 柳板大谷線 16 2,320 整備済

10 ３・４・７６４ 箸尾駅前線 16 1,540 未整備

11 ３・４・７６５ 築山大塚線 16 800 整備済

12 ３・５・７０２ 神楽線 12 130 整備済

13 ８・５・７６０ 自転車歩行者専用道 かつらぎの道 15 1,030 整備済
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図 4.29 都市計画道路の整備状況 

出典：町資料 
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4.5.2 公共交通の利用状況 

(1) 鉄道 

鉄道については、広陵北地域に近鉄田原本線が通っており、本町唯一の駅である箸尾駅が設置

されています。田原本線は上下それぞれ平日で１日47 本の電車が運行され、箸尾～西田原本を７

分、箸尾～新王寺を 15 分で結んでいます。令和元年度の乗車人員は 36.7 万人/年（約 1,005人/

日）であり、減少傾向となっています。町周辺の鉄道駅としては、近鉄大阪線大和高田駅及び近

鉄大阪線五位堂駅がありますが、大和高田駅は減少傾向、五位堂駅はおおむね横ばいとなってい

ます。 

 

表 4.6 一日あたり運行本数（近鉄） 

 

 

 

 

 

 

出典：近畿日本鉄道時刻表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.30 鉄道乗降客数（左：箸尾駅、右：五位堂駅・大和高田駅） 

出典：奈良県統計年鑑 

 

  

平日（上り） 平日（下り） 土日祝（上り） 土日祝（下り）

行先 新王寺 西田原本 新王寺 西田原本

普通のみ

   47本/日
  最大：4本/h
   始　5:19
   終　23：38

    47本/日
   最大：4本/h
    始　5:19
    終　23:39

    47本/日
   最大：4本/h
    始　5:19
    終　23：38

    47本/日
   最大：4本/h
    始　5:19
    終　23:39

運行本数
駅名

箸尾

405,058 399,143
374,620 370,781 367,155
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200,000

250,000
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350,000
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(2) バス 

バス路線は、コミュニティバスである広陵元気号と、真美ケ丘地域～香芝市を結ぶ奈良交通路

線で町内をほぼ全域カバ－しています。 

 

○コミュニティバス広陵元気号 

・本町では、コミュニティバスである広陵元気号を運行しており、令和 3 年度には 32,167 人の

利用者がありました。 

・元気号と奈良交通の路線により、本町のほぼ全域をカバ－していますが、三吉斉音寺や大塚

などの一部にバス停からの徒歩圏外（300m 圏外）となるエリアがあります。 

○奈良交通路線 

・民間バス路線が 6 路線運行されています。これらは五位堂駅発着や大和高田駅発着の路線と

なっており、真美ケ丘地域を循環又は経由しています。 

 

【公共交通により比較的容易にアクセスできる区域】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.31 バスの運行状況と公共交通（徒歩圏） 

出典：コミュニティバス広陵元気号、奈良交通（時刻表）、国土数値情報（令和 2 年）、広陵町 HP（令和元年）  
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コミュニティバス広陵元気号利用者数



41 

 

都市機能の状況 

生活を支える都市機能（生活サ－ビス機能）に関する徒歩圏人口及びカバ－率について以下に

示します。 

 

【参考】適用（都市機能、誘致圏等） 

●１ 生活を支える都市機能（生活サ－ビス機能） 

：医療施設…病院（内科又は外科）及び診療所 （徒歩圏 800m） 

：福祉施設…通所系施設、訪問系施設、小規模多機能施設（高齢者徒歩圏 500m） 

：商業施設…専門ス－パ－、総合ス－パ－、百貨店（徒歩圏 800m） 

：行政機能、金融機能、教育機能、文化・交流機能等（徒歩圏 800m） 

●２ 徒歩圏 

：一般的な徒歩圏である半径 800ｍを採用 

：「高齢者徒歩圏」は、高齢者の一般的な徒歩圏である半径 500ｍを採用 

：鉄道駅は 800m、バス停は 300m を採用 

出典：都市構造の評価に関するハンドブック（平成 26 年 8 月 国土交通省都市局都市計画課） 

 

4.6.1 行政機能 

本町の行政機能としては広陵町役場、広陵町さわやかホ－ルがあります。 

広陵町役場は、市街化調整区域（都市計画法第 34 条第 11 号の規定に基づく条例指定区域）に

あり、かつての南郷環濠集落の北側に位置します。 

 

ID 名称 

1 広陵町役場 

住所：広陵町大字南郷５８３－１ 

2 
広陵町さわやかホ－ル 

（けんこう福祉部） 

住所：広陵町大字笠１６１－２ 

出典 ：国土数値情報（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.32 行政施設 

出典： 国土数値情報  
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4.6.2 高齢者福祉機能 

本町の高齢化率は 26.2%（令和 2 年国勢調査）で増加傾向にあり、奈良県（31.7%）や全国（28.6%）

と比べても比較的若い都市ですが、今後は高齢化が加速することが懸念されます。 

平成 27 年（2015 年）から令和 27 年（2045 年）における徒歩圏内の老年人口の人口密度は 5.7

人/ha から 7.2 人/ha に上昇しますが、カバー率（高齢者徒歩圏 1km※半径 500ｍとして設定）

は 85.3％から 80.1％に減少することが予測されます。 

高齢者福祉施設は、市街化調整区域内に比較的多く立地しています。 

 

表 4.7 高齢者福祉施設一覧 

ID 名称 住所 通所系 訪問系 

1 エリシオン真美ヶ丘 広陵町馬見南４丁目１－１９ ○ 〇 

2 エリシオン真美ヶ丘アネックス 広陵町馬見南４丁目１－１８ ○ 〇 

3 介護老人保健施設かぐやの里 広陵町大字三吉１７９９－１ ○ 〇 

4 介護老人保健施設ぬくもり広陵 広陵町馬見北５丁目１３－１１ ○ 〇 

5 特別養護老人ホームおきなの杜 広陵町大字南郷８７ ○ 〇 

6 ニチイケアセンター広陵 広陵町大字笠３４３－１ ○ ○ 

7 デイサービスセンターこもれび 広陵町大字沢３９６－１ ○   

8 デイサービスセンターポシブルはしお 広陵町大字的場１４４－３ ○   

9 デイサービス一真寺 広陵町大字古寺３７５ ○   

10 デイサービス真美ヶ丘 広陵町馬見北３丁目１２－１１ ○   

11 ほねつぎ広陵町デイサービス 広陵町大字弁財天２８２ー１ ○   

12 大和園ちあふる 広陵町大字安部４５０ー１ ○   

13 大和園デイサービスセンター広陵温泉 広陵町大字三吉１７３－１ ○   

14 リハビリデイサービスいきいき広陵 広陵町大字沢５０６－１ ○   

15 リハビリデイサービスＵＴ広陵 広陵町大字笠１６１－２ 広陵町総合保健福祉会館内 ○   

16 リハビリ処 FreeStyle 広陵町大字南郷４１７－４ ○   

17 リハプライド広陵 広陵町大字大塚５０９－１ ○   

18 いっしょに 広陵町みささぎ台８－１７パークヒルズ小原２０２号   ○ 

19 いやしの里オアシス 広陵町大字三吉１２６６－６   ○ 

20 笑み 広陵町大字安部６９９－１   ○ 

21 ケアサポートはな 広陵町大字沢１５９ー１ ハイツ沢３０１号   ○ 

22 ケアセンターあゆむ 広陵町大字古寺５０２－４   ○ 

23 在宅介護センター奈良 広陵町馬見南３丁目１６－１６   ○ 

24 特別養護老人ホーム大和園 広陵町大字三吉１６９   〇 

25 日和（ひより）ホットサポート 広陵町大字三吉２６４－１－２Ｆ   〇 

26 ベルケア訪問看護ステーション 広陵町大字中１５１－４－１０５   ○ 

27 ヘルパーステーションアクシス 広陵町大字平尾７０９－７   ○ 

28 ヘルパーステーション未朔 広陵町大字百済７６５－３   ○ 

29 訪問介護あまのがわ（ほっこり庵） 広陵町大字疋相１２０－４グリーンヒルズ I１０３号   〇 

30 訪問介護ステーションかつらぎ 広陵町大字中７３   ○ 
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31 訪問看護ステーションこころ 広陵町みささぎ台３５－１７－１０１   ○ 

32 訪問看護ステーションミストラル真美 広陵町馬見中２丁目１６－３７－１０２   ○ 

33 ミキ訪問介護ステーション 広陵町大字三吉２９２   ○ 

34 ヤング訪問介護ステーション 広陵町大字沢５２２   ○ 

35 よろずや 広陵町大字古寺３７５   ○ 

36 六花訪問看護ステーション・広陵 広陵町大字平尾６１０－１   ○ 

出典：町資料 

表 4.8 高齢者福祉施設の徒歩圏人口（半径 500ｍ圏） 

総人口 徒歩圏人口 
圏域面積 

徒歩圏人口密度 カバ－率 

2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 

7,856 人 10,580 人 6,703 人 8,930 人 1,182ha 5.7 人/㏊ 7.6 人/㏊ 85.3% 84.4% 

※老年人口 7,856 人：平成 27 年国勢調査では 7,851 人ですが、100m メッシュ毎の人口への換算により誤差が生じています。 

出典 ： 国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所、国土数値情報（平成 27 年）、町資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.33 高齢者福祉施設（左：通所型、右：訪問型） 

出典：町資料  
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4.6.3 子育て支援施設 

本町には、保育園 7 箇所（公立 3 箇所、私立 4 箇所）、認定こども園 2 箇所、認可外保育園 2 箇

所、公立幼稚園 3 箇所があります。 

子育て支援施設は、平成 27 年（2015 年）から令和 27 年（2045 年）で徒歩圏内の年少人口の

人口密度は 4.3 人/ha から 3.3 人/ha に減少し、カバ－率（子育て支援施設※半径 800ｍとして設

定）は 90.6％から 90.3％とほぼ横ばいとなっています。 

年少人口の増加が想定される広陵北地域の弁財天（市街化区域）や百済（市街化調整区域）付

近は概ねカバ－されています。一方、真美ヶ丘地域や広陵西地域に位置する市街化区域の馬見北

7 丁目三吉赤部、三吉大垣内、疋相付近は、現在十分にカバ－されていますが、今後、年少人口の

大幅な減少が想定されています。 

 

 

表 4.9 子育て支援施設一覧 

ID 施設種類 施設名称 施設所在地 

1 保育園公立 広陵南保育園 広陵町大字南郷１１５０ 

2 保育園公立 広陵西保育園 広陵町馬見南３丁目９－８ 

3 保育園公立 真美北保育園 広陵町馬見北５丁目１３－３ 

4 保育園私立 馬見労祷保育園 広陵町大字平尾５４６ 

5 保育園私立 常葉保育園 広陵町大字百済１７７９ 

6 保育園私立 ひだまり保育園 広陵町大字三吉１８７４－２ 

7 保育園私立 おひさま保育園 広陵町大字笠１６８ グリ－ンパレス内 2 階 

8 認定こども園 広陵町立広陵北かぐやこども園 広陵町大字弁財天３０５ 

9 認定こども園 畿央大学付属広陵こども園 広陵町平尾５１２－３ 

10 認可外保育園 
ニコニコアカデミ－キッズ 

 エコ－ル・マミ真美ケ丘園 
広陵町馬見中４丁目１エコ－ルマミ北館１Ｆ 

11 認可外保育園 広陵町子育て支援施設ポケット 広陵町馬見中 1 丁目７見立山公園内 

12 公立幼稚園 広陵東小学校附属幼稚園 広陵町大字百済１８３１－１ 

13 公立幼稚園 真美ヶ丘第一小学校附属幼稚園 広陵町馬見南２丁目１－３０ 

14 公立幼稚園 真美ヶ丘第二小学校附属幼稚園 広陵町馬見北７丁目１－３２ 

出典：広陵町 HP（令和５年）、i タウンペ－ジ（令和 3 年）、畿央大学付属広陵こども園 HP  
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表 4.10 子育て支援施設年少人口の徒歩圏人口（半径 800m 圏） 

年少総人口 徒歩圏人口 
圏域面積 

徒歩圏人口密度 カバ－率 

2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 

5,151 人 3,970 人 4,669 人 3,583 人 1,079 ㏊ 4.2 人/㏊ 3.3 人/㏊ 90.6% 90.3% 

 

出典 ： 国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所、国土数値情報（平成 27 年）、広陵町 HP（令和 5 年）、i タウンペ－ジ 
（令和 3 年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.34 子育て支援施設 

出典：広陵町 HP（令和 5 年）、i タウンペ－ジ（令和 3 年）  
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4.6.4 教育機能 

本町には小学校５校、中学校 2 校、高等学校 1 校、大学 1 校の合計 8 校が立地しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.35 教育施設（上：小学校、下：中学校） 

出典：国土数値情報（令和３年）  
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図 4.36 教育施設（上：高等学校、下：大学） 

出典：国土数値情報（令和 3 年）  
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4.6.5 商業機能 

商業施設は市街化区域や市街化調整区域の集落のほぼ全域に配置されています。 

平成 27 年（2015 年）から令和 27 年（2045 年）における徒歩圏内の人口密度は 25.1 人/ha か

ら 22.5 人/ha に減少する一方、カバ－率（商施設※半径 800ｍとして設定）は 91.8％から 92.3％

に若干上昇します。 

 

表 4.11 商業施設一覧 

ID 施設名称 分類 住所 

1 イズミヤス－パ－センタ－広陵店 ス－パ－マ－ケット 広陵町大字安部４５０－１ 

2 ス－パ－エバグリ－ン広陵店 ス－パ－マ－ケット 広陵町大字平尾７１０－１ 

3 近鉄プラザ真美ヶ丘 ス－パ－マ－ケット 広陵町馬見中４丁目１－１ 

4 エコ－ル・マミ営業所 ス－パ－マ－ケット 広陵町馬見中４丁目１ 

5 わたしのたからもの ス－パ－マ－ケット 広陵町大字安部２３４ 

6 ロ－ソン／広陵笠東店 コンビニ 広陵町大字笠３３８－６ 

7 Ｙショップ畿央大学店 コンビニ 広陵町馬見中４丁目２－２ 

8 ファミリ－マ－ト／広陵寺戸店 コンビニ 広陵町大字寺戸５９７－１ 

9 ロ－ソン／広陵大野店 コンビニ 広陵町大字大野５２９－１ 

10 ミニストップ広陵町みささぎ台店 コンビニ 広陵町みささぎ台５－５０ 

11 ファミリ－マ－ト／広陵みささぎ台店 コンビニ 広陵町みささぎ台３９－１ 

12 ロ－ソン／広陵馬見北２丁目店 コンビニ 広陵町馬見北２丁目１－１ 

13 ファミリ－マ－ト／広陵町平尾店 コンビニ 広陵町大字平尾８７１－１ 

14 ファミリ－マ－ト／広陵疋相店 コンビニ 広陵町大字疋相６０－１ 

15 セブン－イレブン／広陵町笠東店 コンビニ 広陵町大字笠２５０－１ 

16 セブンイレブン/広陵町役場前店 コンビニ 広陵町大字南郷５４５－１ 

17 フ－ドハウスタケシマ ス－パ－マ－ケット 広陵町大字百済１３１１－１ 

出典：i タウンペ－ジ（令和 3 年） 

 

表 4.12 商業施設の徒歩圏人口（半径 800m 圏） 

総人口 徒歩圏人口 
圏域面積 

徒歩圏人口密度 カバ－率 

2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 

33,487 人 29,798 人 30,747 人 27,515 人 1,224 ㏊ 25.1 人/㏊ 22.5 人/㏊ 91.8% 92.3% 

 

出典 ： 国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所、i タウンペ－ジ（令和 3 年）  
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図 4.37 商業施設（ス－パ－、コンビニ） 

出典：i タウンペ－ジ（令和 3 年） 

 

4.6.6 医療機能 

医療施設は、市街化区域や市街化調整区域において、広陵北地域の大字沢と広陵東地域の大字

古寺を除く集落のほぼ全域に配置されています。 

平成 27 年（2015 年）から令和 27 年（2045 年）における徒歩圏内の人口密度は 25.2 人/ha か

ら 22.7 人/ha に減少する一方、カバ－率（医療施設※半径 800ｍとして設定）は 96.6％から 96.8％

に上昇します。外科内科、小児科、婦人科、眼科や産後ケアなどに対応可能で、子ども～高齢者

だけでなく、子育て世代などへも充実した態勢となっています。 

 

表 4.13 医療施設一覧 

ID 名称 住所 

1 いけなか内科クリニック 広陵町大字安部２３６－１－３ 

2 石井医院 広陵町大字萱野６７７－１ 

3 いまづ小児科 広陵町馬見中５丁目６－３７ 

4 おおひがしクリニック 広陵町大字南郷６７６－１ 

5 岡本クリニック 広陵町大字三吉５４２－２ 

6 近藤クリニック真美ケ丘腎センタ－ 広陵町馬見北６丁目１－８ 

7 杉原内科 広陵町大字三吉７０－２ 

8 高谷医院 広陵町大字大塚７２８－２ 

9 竹村医院 広陵町大字百済１３２７ 

10 塚本整形外科醫院 広陵町みささぎ台２４－２ 
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ID 名称 住所 

11 中堀医院 広陵町大字的場９４－１ 

12 藤井整形外科 広陵町馬見中２丁目１１－１６ 

13 まえのその医院 広陵町馬見北８丁目７－８ 

14 松田内科医院 広陵町大字大塚５２－２ 

15 真美ヶ丘クリニック 広陵町馬見北２丁目６－１４ 

16 まみがおか内科 広陵町馬見南１丁目６－２０ 

17 安川クリニック 広陵町馬見中５丁目１－１２ 

18 山下内科医院 広陵町馬見中２丁目６－１４ 

19  ゆかわ眼科クリニック 広陵町大字安部２３６－１－１ 

20 心友助産院 広陵町大字三吉２６０－３ 

出典：町資料 
 

表 4.14 医療施設の徒歩圏人口（半径 800m 圏） 

総人口 徒歩圏人口 

圏域面積 

徒歩圏人口密度 カバ－率 

2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 

33,487 人 29,798 人 30,305 人 27,242 人 1,201㏊ 25.2 人/㏊ 22.7 人/㏊ 96.6% 96.8% 

 

出典 ： 国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所、国土数値情報（令和 2 年）、町資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.38 医療施設位置図（病院・診療所） 

出典：町資料 
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4.6.7 金融機能 

金融機関は、本町の全域にわたって立地しています。銀行・郵便局が 12 行、ATM（コンビニ

等）が 18 箇所立地しています。 

平成 27 年（2015 年）から令和 27 年（2045 年）における徒歩圏内の人口密度は 23.9 人/ha か

ら 21.4 人/ha に減少し、カバ－率（金融機関※半径 800ｍとして設定）は 95.4％から 95.9％に若

干上昇することが想定されます。 

金融機能は、平成 27 年と令和 22 年ともにほぼ市街化区域内全域をカバ－しています。 

 

表 4.15 金融機関一覧 

ID 名称 所在地 種別 

1 JA バンク 奈良県農業協同組合 広陵支店 広陵町大字平尾７０２ 銀行 

2 南都銀行 馬見支店 広陵町大字平尾６８１－３ 銀行 

3 南都銀行 箸尾支店 広陵町大字南１－１３ 銀行 

4 JA バンク 奈良県農業協同組合 広陵北支店 広陵町大字南２８－１ 銀行 

5 箸尾郵便局 広陵町大字萱野６７５－３ 銀行 

6 ロ－ソン銀行ＡＴＭ 広陵大野共同出張所 広陵町大字大野５２９－１ ＡＴＭ 

7 ファミリ－マ－ト広陵寺戸 共同出張所 広陵町大字寺戸５９７－１ ＡＴＭ 

8 セブン－イレブン 広陵町笠東店 共同出張所 広陵町大字笠２５０－１ ＡＴＭ 

9 ロ－ソン銀行ＡＴＭ 広陵笠東共同出張所 広陵町大字笠３３６－４ ＡＴＭ 

10 JA バンク／ATM 広陵南 CC 広陵町大字南郷４２２－１ 銀行 

11 セブン－イレブン 広陵町役場前店 共同出張所 広陵町大字南郷５４６－１ ＡＴＭ 

12 南都銀行広陵町役場前 広陵町大字南郷５８３－１ ＡＴＭ 

13 ファミリ－マ－ト広陵町平尾店内出張所 大阪支店 広陵町大字平尾８７１－１ ＡＴＭ 

14 広陵疋相郵便局 広陵町疋相１２１－１７ 銀行 

15 ロ－ソン銀行ＡＴＭ 広陵馬見北二丁目共同出張所 広陵町馬見北２丁目１－１ ＡＴＭ 

16 広陵真美ケ丘北郵便局 広陵町馬見北６丁目１－６ 銀行 

17 南都銀行 エコ－ル・マミ 広陵町馬見中４丁目１－１ 北館１階 ＡＴＭ 

18 JA バンク ATM エコ－ルマミ 広陵町馬見中４丁目１ エコ－ルマミ内 ＡＴＭ 

19 広陵真美ケ丘南郵便局 広陵町馬見南２丁目５－１２ 銀行 

20 ファミリ－マ－ト広陵みささぎ台 共同出張所 広陵町みささぎ台３９－１ ＡＴＭ 

21 ミニストップ広陵町みささぎ台出張所（ATM） 広陵町みささぎ台５－５０ ＡＴＭ 

22 広陵大塚簡易郵便局 広陵町大字大塚４１４ 銀行 

23 南都銀行イズミヤス－パ－センタ－広陵店前 広陵町大字安部４５０－１ ＡＴＭ 

24 百済簡易郵便局 広陵町大字百済１４２５－７ 銀行 

25 瀬南郵便局 広陵町大字南郷９２９ 銀行 

26 ファミリ－マ－ト広陵疋相店内出張所 大阪支店 広陵町大字疋相６０－１ ＡＴＭ 

27 りそな銀行 ATM エコ－ル・マミ出張所 広陵町馬見中４丁目１－１ ＡＴＭ 

28 JA バンク ATM イズミヤス－パ－センタ－広陵店 広陵町大字安部４５０－１ イズミヤス－パ－センタ－広陵店内 ＡＴＭ 



52 

 

ID 名称 所在地 種別 

29 
ゆうちょ銀行 大阪支店 

イズミヤス－パ－センタ－広陵店内出張所 
広陵町大字安部４５０－１ イズミヤス－パ－センタ－広陵店内 ＡＴＭ 

30 JA バンク ATM 広陵東 CC 広陵町大字百済 1545－1 ＡＴＭ 

出典：国土数値情報（平成２５年）、I タウンペ－ジ（令和 3 年） 

 

表 4.16 金融機関の徒歩圏人口（半径 800m 圏） 

総人口 徒歩圏人口 
圏域面積 

徒歩圏人口密度 カバ－率 

2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 2015 年 2045 年 

33,487 人 29,798 人 31,954 人 28,576 人 1,334 ㏊ 23.9 人/ha 21.4 人/㏊ 95.4% 95.9% 

 

出典 ： 国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所、国土数値情報（平成 25 年）、i タウンペ－ジ（令和 3 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.39 金融機関位置図 

出典：国土数値情報（平成 25 年）、i タウンペ－ジ（令和 3 年）  
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4.6.8 文化・スポ－ツ・レクリエ－ション機能 

文化系施設として広陵町立図書館と畿央大学図書館が立地しています。 

また、文化・スポ－ツ・レクリエ－ション施設として、陸上競技場、野球場・ソフトボ－ル場、

トレ－ニング場、体育館、庭球場などが整備されています。 

 

表 4.17 文化・スポ－ツ・レクリエ－ション施設一覧 

施設分類 名称 所在地 

図書館 広陵町立図書館 広陵町大字三吉３９６－１ 

図書館 畿央大学図書館 広陵町馬見中 4 丁目 2－2 

陸上競技場 第二浄化センタ－（スポ－ツ広場） 広陵町大字萱野１００－１ 

球技場 広陵健民運動場 広陵町大字古寺１６３－１ 

野球場・ソフトボ－ル場 見立山運動場 広陵町大字馬見中１丁目７ 

トレ－ニング場 広陵中央体育館 広陵町大字笠３５０－１ 

体育館 広陵東体育館 広陵町大字百済１８０－１ 

体育館 広陵北体育館 広陵町大字大野５４６－１ 

体育館 広陵西体育館 広陵町馬見南３丁目９－１５ 

体育館 真美ヶ丘体育館 広陵町馬見北５丁目１３－１８ 

庭球場（屋外）  西谷近隣公園テニスコ－ト 広陵町馬見南２丁目１３ 

庭球場（屋外）  真美ヶ丘テニスコ－ト 広陵町馬見中３丁目１－３ 

出典：国土数値情報（平成 25 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.40 文化・スポ－ツ・レクリエ－ション施設位置図 

出典：国土数値情報（平成 25 年）  
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財政状況 

4.7.1 歳入・歳出状況 

歳入状況についてみると、令和元年までは、減少または横ばい傾向にありましたが、令和２年、

令和３年はコロナ禍の定額給付金等の影響により、国庫支出金が大幅に増額となり、歳入額が高

くなっています。 

歳出状況についてみると、歳入と同様、令和元年までは、減少または横ばい傾向にありました

が、令和２年、令和３年はコロナ禍の影響により補助費等が増額になったため、高くなっていま

す。また、歳出の内訳は、社会福祉に資する扶助費が最も高くなっています。 

図 4.41 歳入状況の推移  

出典：総務省 地方財政状況調査関係資料 決算カ－ド 

図 4.42 歳出状況の推移  

出典：総務省 地方財政状況調査関係資料 決算カ－ド  
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4.7.2 公共施設の更新等費用の見通し 

広陵町公共施設等総合管理計画によれば、公共施設およびインフラ施設にかかる更新コストの

試算総額は、1,063.4 億円（年平均 26.6 億円）となり、本町における過去 10 年間の投資的経費

の年間平均額 12.7 億円の約 2.1 倍にあたります。 

更新コスト見通しの推移をみると、2016 年（平成 28 年）から 2025 年（令和 7 年）にかけて

減少傾向にあるものの、その後増加し、2039 年（令和 21 年）に更新コスト 38.7 億円でピ－ク

を迎えます。 

その後は、多少の増減がみられますが、総体的に 30 億円を超えるコストで推移し 2052 年

（令和 34 年）には約 18 億円に減少する試算結果となっています。 

一方、本町の「中長期財政計画」によれば、2016 年（平成 28 年）～2025 年（令和 7 年）の

10 年間の普通建設事業費の見通し総額は約 82.1 億円(年平均約 8.2 億円)となっています。これ

は、更新コストと比較すると、当初 10 年間で年間 18.4 億円が不足する結果となり、財政上これ

だけの経費を拠出することは、本町の財政状況を勘案すると困難であるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.43 公共施設・インフラ施設の更新費推計  

出典：広陵町公共施設等総合管理計画（令和 5 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.44 普通建設事業費の見通し  

出典：広陵町公共施設等総合管理計画（令和 5 年 3 月）  
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地価動向 

本町の地価は、以下のとおりです 

・真美ケ丘地域：100,000 円/㎡程度 

・広陵西地域：40,000 円/㎡～90,000 円/㎡ 

・広陵北地域：市街化区域で 40,000 円/㎡程度、市街化調整区域で 30,000 円/㎡程度 

地価の推移をみると、平成 20 年あたりに一度上昇に転じるものの、その後ほぼ横ばいとなって

います。 

表 4.18 本町における地価公示（千円／㎡） 

出典：国土交通省地価公示（令和４年 1 月 1 日） 

 

 

図 4.45 本町における地価公示の推移 

出典：国土交通省地価公示 

  

 


